




議案第２７号 

 

泉大津市下水道事業の設置等に関する条例制定の件 

 

泉大津市下水道事業の設置等に関する条例を別紙のとおり制定する。 

 

令和元年１２月４日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

理 由 

総務大臣通知「公営企業会計の適用の推進について（平成２７年１月２７日総財

公第１８号）」の趣旨に鑑み、下水道事業の経営状況を的確に把握し、将来にわたっ

て持続可能な下水道事業経営を確保するため、下水道事業に地方公営企業法（昭和

２７年法律第２９２号）の財務規定等を適用するに当たり、下水道事業の設置及び

その経営の基本に関する事項を条例で定める必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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泉大津市条例第   号 

 

泉大津市下水道事業の設置等に関する条例（案） 

 

（下水道事業の設置） 

第１条 都市の健全な発達及び公衆衛生の向上に寄与し、併せて公共用水域の水質

の保全に資するため、下水道事業を設置する。 

（法の財務規定等の適用） 

第２条 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号。以下「法」という。）第２

条第３項及び地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）第１条第２項

の規定により、下水道事業に法第２条第２項に規定する財務規定等を適用する。 

（経営の基本） 

第３条 下水道事業は、常に企業の経済性を発揮するとともに公共の福祉を増進す

るように運営されなければならない。 

２ 下水道事業の処理区域及び処理人口は、下水道法（昭和３３年法律第７９号）

第４条第１項の事業計画において定める区域及び人口とする。 

（重要な資産の取得及び処分） 

第４条 法第３３条第２項の規定により予算で定めなければならない下水道事業の

用に供する資産の取得及び処分は、予定価格（適正な対価を得てする売払い以外

の方法による譲渡にあっては、その適正な見積価額）が２，０００万円以上の不

動産若しくは動産の買入れ若しくは譲渡（不動産の信託の場合を除き、土地につ

いては１件５，０００平方メートル以上のものに係るものに限る。）又は不動産

の信託の受益権の買入れ若しくは譲渡とする。 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第５条 法第３４条において準用する地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２

４３条の２の２第８項の規定により下水道事業の業務に従事する職員の賠償責任

の免除について議会の同意を得なければならない場合は、当該賠償責任に係る賠

償額が５０万円以上である場合とする。  

（会計事務の処理） 

第６条 法第３４条の２ただし書の規定により、下水道事業の出納その他の会計事
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務のうち次に掲げるものに係る権限は、会計管理者に行わせるものとする。 

 ⑴ 公金の収納又は支払に関する事務 

 ⑵ 公金の保管に関する事務 

（議会の議決を要する負担付きの寄附の受領等） 

第７条 下水道事業の業務に関し法第４０条第２項の規定に基づき条例で定めるも

のは、負担付きの寄附又は贈与の受領でその金額又はその目的物の価額が２，０

００万円以上のもの及び法律上市の義務に属する損害賠償の額の決定で当該決定

に係る金額が２００万円以上のものとする。 

（業務状況説明書類の作成及び公表） 

第８条 市長は、下水道事業に関し法第４０条の２第１項の規定に基づき毎事業年

度４月１日から９月３０日までの業務の状況を説明する書類を１１月３０日まで

に、１０月１日から３月３１日までの業務の状況を説明する書類を５月３１日ま

でにそれぞれ作成し、公表しなければならない。 

２ 前項の業務の状況を説明する書類には、次に掲げる事項を記載するとともに、

１１月３０日までに作成する書類においては前事業年度の決算の状況を、５月３

１日までに作成する書類においては同日の属する事業年度の予算の概要及び事業

の経営方針をそれぞれ明らかにしなければならない。 

⑴ 事業の概況 

⑵ 経理の状況 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、下水道事業の経営状況を明らかにするため市長

が必要と認める事項 

３ 天災その他やむを得ない事故により第１項に定める期日までに同項の業務の状

況を説明する書類を作成することができなかった場合においては、市長はできる

だけ速やかにこれを作成しなければならない。 

（委任） 

第９条 この条例の施行について必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（泉大津市下水道事業特別会計条例の廃止） 
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２ 泉大津市下水道事業特別会計条例（昭和４５年泉大津市条例第８号）は、廃止

する。 

（泉大津市下水道基金条例の一部改正） 

３ 泉大津市下水道基金条例（平成２７年泉大津市条例第３５号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第２条及び第４条中「下水道事業特別会計歳入歳出予算」を「下水道事業会計

予算」に改める。 

第５条中「歳計現金に」を削る。 
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（参 考） 

 

泉大津市下水道事業の設置等に関する条例（案）要綱 

 

この条例（案）は、総務大臣通知「公営企業会計の適用の推進について」の趣旨

に鑑み、下水道事業の経営状況を的確に把握し、将来にわたって持続可能な下水道

事業経営を確保するため、下水道事業に地方公営企業法（以下「法」という。）の

財務規定等を適用し、公営企業会計を導入するに当たり、下水道事業の設置及びそ

の経営の基本に関する事項を定めるものであること。 

１ 下水道事業の設置 

  都市の健全な発達及び公衆衛生の向上に寄与し、併せて公共用水域の水質の保

全に資するため、下水道事業を設置するものであること。（第１条） 

２ 法の財務規定等の適用 

法第２条第３項及び地方公営企業法施行令第１条第２項の規定により、下水道

事業に法第２条第２項に規定する財務規定等を適用するものであること。（第２

条） 

３ 経営の基本 

⑴ 下水道事業は、常に企業の経済性を発揮するとともに公共の福祉を増進する

ように運営されなければならないとするものであること。（第３条第１項） 

⑵ 下水道事業の処理区域及び処理人口は、下水道法第４条第１項の事業計画に

おいて定める区域及び人口とするものであること。（第３条第２項） 

４ 重要な資産の取得及び処分 

法第３３条第２項の規定により予算で定めなければならない下水道事業の用に

供する資産の取得及び処分は、予定価格が２，０００万円以上の不動産若しくは

動産の買入れ若しくは譲渡（不動産の信託の場合を除き、土地については１件５，

０００平方メートル以上のものに係るものに限る。）又は不動産の信託の受益権

の買入れ若しくは譲渡とするものであること。（第４条） 

５ 議会の同意を要する賠償責任の免除 

下水道事業の業務に従事する職員の賠償責任の免除について、議会の同意を得

なければならない場合は、当該賠償責任に係る賠償額が５０万円以上である場合
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とするものであること。（第５条） 

６ 会計事務の処理 

下水道事業の出納その他の会計事務のうち、公金の収納又は支払に関する事務

及び公金の保管に関する事務は、会計管理者に行わせるものであること。（第６

条） 

７ 議会の議決を要する負担付きの寄附の受領等 

議会の議決を要する負担付きの寄附の受領等は、その金額又はその目的物の価

額が２，０００万円以上のもの及び法律上市の義務に属する損害賠償の額の決定

で当該決定に係る金額が２００万円以上のものとするものであること。（第７条） 

８ 業務状況説明書類の作成及び公表 

下水道事業に関し、毎事業年度の業務の状況を説明する書類の作成及び公表の

時期並びに書類の記載事項等を定めるものであること。（第８条） 

９ 委任 

この条例（案）の施行について必要な事項は、市長が別に定めるものであるこ

と。（第９条） 

10 附則に関する事項 

⑴ 施行期日 

この条例（案）は、令和２年４月１日から施行するものであること。（附則

第１項） 

⑵ 泉大津市下水道事業特別会計条例の廃止 

泉大津市下水道事業特別会計条例は、廃止するものであること。（附則第２

項） 

⑶ 泉大津市下水道基金条例の一部改正 

泉大津市下水道基金条例について所要の改正を行うものであること。（附則

第３項） 
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議案第２８号 

 

成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等

を図るための関係法律の整備に関する法律の施行に

伴う関係条例の整備に関する条例制定の件 

 

 成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備

に関する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例を別紙のとおり制定する。 

 

令和元年１２月４日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

理 由 

 成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備

に関する法律（令和元年法律第３７号）の施行により、地方公務員法（昭和２５年

法律第２６１号）、一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年法律第９５号）及

び児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）の一部が改正され、一般職の職員とな

り、又は競争試験若しくは選考を受けることができる者の欠格事由から「成年被後

見人又は被保佐人」が削除されること等に伴い、関係条例の整備を行う必要がある。 

 これが、この条例案を提出する理由である。 
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泉大津市条例第   号 

 

成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等

を図るための関係法律の整備に関する法律の施行に

伴う関係条例の整備に関する条例（案） 

 

（泉大津市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第１条 泉大津市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例（昭和２６年泉大

津市条例第３９号）の一部を次のように改正する。 

第５条中「第１６条第２号」を「第１６条第１号」に改める。 

（一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第２条 一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年泉大津市条例第１４号）の

一部を次のように改正する。 

第１８条第６項中「、若しくは地方公務員法第１６条第１号に該当して同法第

２８条第４項の規定により失職し」を削る。 

第３４条第１項後段中「、若しくは地方公務員法第１６条第１号に該当して同

法第２８条第４項の規定により失職し」を削り、同条第４項中「、若しくは失職

し」を削る。 

第３４条の２第２号中「（同法第１６条第１号に該当して失職した職員を除

く。）」を削る。 

第３５条第１項後段中「、若しくは地方公務員法第１６条第１号に該当して同

法第２８条第４項の規定により失職し」を削る。 

（泉大津市職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第３条 泉大津市職員の退職手当に関する条例（昭和３８年泉大津市条例第１７号）

の一部を次のように改正する。 

第１３条第１項第２号中「（同法第１６条第１号に該当する場合を除く。）」

を削る。 

（泉大津市水道企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第４条 泉大津市水道企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４２年泉

大津市条例第５号）の一部を次のように改正する。 
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第１７条第２項第２号中「（同法第１６条第１号に該当する場合を除く。）」

を削る。 

（泉大津市病院企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第５条 泉大津市病院企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成２５年泉

大津市条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

第１８条第２項第２号中「（同法第１６条第１号に該当する場合を除く。）」

を削る。 

（泉大津市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第６条 泉大津市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成２６年泉大津市条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

第２３条第２項第２号中「第３４条の２０第１項第４号」を「第３４条の２０

第１項第３号」に改める。 

附 則 

この条例は、令和元年１２月１４日から施行する。ただし、第６条の規定は、公

布の日から施行する。 
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（参 考） 

 

成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等

を図るための関係法律の整備に関する法律の施行に

伴う関係条例の整備に関する条例（案）要綱 

 

 成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備

に関する法律の施行により、地方公務員法、一般職の職員の給与に関する法律及び

児童福祉法の一部が改正され、一般職の職員となり、又は競争試験若しくは選考を

受けることができる者の欠格事由から「成年被後見人又は被保佐人」が削除される

こと等に伴い、関係条例の整備を行うものであること。 

１ 泉大津市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部改正 

  引用している地方公務員法の条項ずれに伴う規定の整備を行うものであること。

（第１条関係） 

２ 一般職の職員の給与に関する条例の一部改正 

一般職の職員の給与に関する法律の改正に準じた規定の整備を行うものである

こと。（第２条関係） 

３ 泉大津市職員の退職手当に関する条例の一部改正 

引用している地方公務員法の条項の削除に伴う規定の整備を行うものであるこ

と。（第３条関係） 

４ 泉大津市水道企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正 

引用している地方公務員法の条項の削除に伴う規定の整備を行うものであるこ

と。（第４条関係） 

５ 泉大津市病院企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正 

引用している地方公務員法の条項の削除に伴う規定の整備を行うものであるこ

と。（第５条関係） 

６ 泉大津市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改

正 

引用している児童福祉法の条項ずれに伴う規定の整備を行うものであること。

（第６条関係） 
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７ 施行期日 

  この条例（案）は、令和元年１２月１４日から施行するものであること。ただ

し、６については、公布の日から施行するものであること。 
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成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等

を図るための関係法律の整備に関する法律の施行に

伴う関係条例の整備に関する条例新旧対照表 

 

第１ 泉大津市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例新旧対

照表（第１条関係） 

改  正  案 現     行 

（失職の例外） 

第５条 任命権者は、法第１６条第１

号に該当するに至った職員のうち、

その罪が過失によるものであり、か

つ、刑の執行を猶予されたものにつ

いては、情状により特にその職を失

わないものとすることができる。 

（失職の例外） 

第５条 任命権者は、法第１６条第２

号に該当するに至った職員のうち、

その罪が過失によるものであり、か

つ、刑の執行を猶予されたものにつ

いては、情状により特にその職を失

わないものとすることができる。 

 

第２ 一般職の職員の給与に関する条例新旧対照表（第２条関係） 

改  正  案 現     行 

（休職者の給与） 

第１８条 （略） 

２～５ （略） 

６ 第２項又は第３項に規定する職員

が、当該各号に規定する期間内で第

３４条第１項に規定する基準日前１

箇月以内に退職し、又は死亡したと

きは、同項の規定により別に市長が

定める日に当該各項の例による額の

期末手当を支給することができる。 

 

（休職者の給与） 

第１８条 （略） 

２～５ （略） 

６ 第２項又は第３項に規定する職員

が、当該各号に規定する期間内で第

３４条第１項に規定する基準日前１

箇月以内に退職し、若しくは地方公

務員法第１６条第１号に該当して同

法第２８条第４項の規定により失職

し、又は死亡したときは、同項の規

定により別に市長が定める日に当該
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改  正  案 現     行 

 

 

（期末手当） 

第３４条 期末手当は、６月１日及び

１２月１日（以下この条から第３４

条の３までにおいて、これらの日を

「基準日」という。）にそれぞれ在職

する職員に対して、それぞれ基準日

の属する月の市長が別に定める日

（次条及び第３４条の３第１項にお

いてこれらの日を「支給日」とい

う。）に支給する。これらの基準日前

１箇月以内に退職し、又は死亡した

職員についても同様とする。 

 

 

 

２及び３ （略） 

４ 第２項の期末手当基礎額は、それ

ぞれの基準日現在（退職し、又は死

亡した職員にあっては、退職し、又

は死亡した日現在）において職員が

受けるべき給料及び扶養手当の月額

並びにこれらに対する地域手当の月

額の合計額とする。 

 

５ （略） 

第３４条の２ 次の各号のいずれかに

各項の例による額の期末手当を支給

することができる。 

（期末手当） 

第３４条 期末手当は、６月１日及び

１２月１日（以下この条から第３４

条の３までにおいて、これらの日を

「基準日」という。）にそれぞれ在職

する職員に対して、それぞれ基準日

の属する月の市長が別に定める日

（次条及び第３４条の３第１項にお

いてこれらの日を「支給日」とい

う。）に支給する。これらの基準日前

１箇月以内に退職し、若しくは地方

公務員法第１６条第１号に該当して

同法第２８条第４項の規定により失

職し、又は死亡した職員についても

同様とする。 

２及び３ （略） 

４ 第２項の期末手当基礎額は、それ

ぞれの基準日現在（退職し、若しく

は失職し、又は死亡した職員にあっ

ては、退職し、若しくは失職し、又

は死亡した日現在）において職員が

受けるべき給料及び扶養手当の月額

並びにこれらに対する地域手当の月

額の合計額とする。 

５ （略） 

第３４条の２ 次の各号のいずれかに
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改  正  案 現     行 

該当する者には、前条第１項の規定

にかかわらず、当該各号の基準日に

係る期末手当（第４号に掲げる者に

あっては、その支給を一時差し止め

た期末手当）は、支給しない。 

⑴ （略） 

⑵ 基準日から当該基準日に対応す

る支給日の前日までの間に地方公

務員法第２８条第４項の規定によ

り失職した職員 

 

 

 ⑶及び⑷ （略） 

（勤勉手当） 

第３５条 勤勉手当は、６月１日及び

１２月１日（以下この条において、

これらの日を「基準日」という。）に

それぞれ在職する職員に対し、その

者の基準日以前における直近の人事

評価の結果及び基準日以前６箇月以

内の期間における勤務の状況に応じ

て、それぞれ基準日の属する月の市

長が別に定める日に支給する。これ

らの基準日前１箇月以内に退職し、

又は死亡した職員についても同様と

する。 

 

 

該当する者には、前条第１項の規定

にかかわらず、当該各号の基準日に

係る期末手当（第４号に掲げる者に

あっては、その支給を一時差し止め

た期末手当）は、支給しない。 

⑴ （略） 

⑵ 基準日から当該基準日に対応す

る支給日の前日までの間に地方公

務員法第２８条第４項の規定によ

り失職した職員（同法第１６条第

１号に該当して失職した職員を除

く。） 

 ⑶及び⑷ （略） 

（勤勉手当） 

第３５条 勤勉手当は、６月１日及び

１２月１日（以下この条において、

これらの日を「基準日」という。）に

それぞれ在職する職員に対し、その

者の基準日以前における直近の人事

評価の結果及び基準日以前６箇月以

内の期間における勤務の状況に応じ

て、それぞれ基準日の属する月の市

長が別に定める日に支給する。これ

らの基準日前１箇月以内に退職し、

若しくは地方公務員法第１６条第１

号に該当して同法第２８条第４項の

規定により失職し、又は死亡した職

員についても同様とする。 
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改  正  案 現     行 

２～６ （略） ２～６ （略） 

 

第３ 泉大津市職員の退職手当に関する条例新旧対照表（第３条関係） 

改  正  案 現     行 

（懲戒免職等処分を受けた場合等の退

職手当の支給制限） 

第１３条 退職をした者が次の各号の

いずれかに該当するときは、当該退

職に係る退職手当管理機関は、当該

退職をした者（当該退職をした者が

死亡したときは、当該職員に係る一

般の退職手当等の額の支払を受ける

権利を承継した者）に対し、当該退

職をした者が占めていた職の職務及

び責任、当該退職をした者の勤務の

状況、当該退職をした者が行った非

違の内容及び程度、当該非違に至っ

た経緯、当該非違後における当該退

職をした者の言動、当該非違が公務

の遂行に及ぼす支障の程度並びに当

該非違が公務に対する信頼に及ぼす

影響を勘案して、当該一般の退職手

当等の全部又は一部を支給しないこ

ととする処分を行うことができる。 

⑴ （略） 

⑵ 地方公務員法第２８条第４項の

規定による失職又はこれに準ずる

（懲戒免職等処分を受けた場合等の退

職手当の支給制限） 

第１３条 退職をした者が次の各号の

いずれかに該当するときは、当該退

職に係る退職手当管理機関は、当該

退職をした者（当該退職をした者が

死亡したときは、当該職員に係る一

般の退職手当等の額の支払を受ける

権利を承継した者）に対し、当該退

職をした者が占めていた職の職務及

び責任、当該退職をした者の勤務の

状況、当該退職をした者が行った非

違の内容及び程度、当該非違に至っ

た経緯、当該非違後における当該退

職をした者の言動、当該非違が公務

の遂行に及ぼす支障の程度並びに当

該非違が公務に対する信頼に及ぼす

影響を勘案して、当該一般の退職手

当等の全部又は一部を支給しないこ

ととする処分を行うことができる。 

⑴ （略） 

⑵ 地方公務員法第２８条第４項の

規定による失職（同法第１６条第
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改  正  案 現     行 

退職をした者 

 

２及び３ （略） 

１号に該当する場合を除く。）又は

これに準ずる退職をした者 

２及び３ （略） 

 

第４ 泉大津市水道企業職員の給与の種類及び基準に関する条例新旧

対照表（第４条関係） 

改  正  案 現     行 

（退職手当） 

第１７条 （略） 

２ 退職手当は次の各号のいずれかに

該当するときは、市長は、当該退職

をした者に対し、当該退職に係る退

職手当の全部又は一部を支給しない

こととすることができる。 

⑴ （略） 

⑵ 地方公務員法第２８条第４項の

規定による失職をした者 

 

 

 ⑶ （略） 

３～８ （略） 

（退職手当） 

第１７条 （略） 

２ 退職手当は次の各号のいずれかに

該当するときは、市長は、当該退職

をした者に対し、当該退職に係る退

職手当の全部又は一部を支給しない

こととすることができる。 

⑴ （略） 

⑵ 地方公務員法第２８条第４項の

規定による失職（同法第１６条第

１号に該当する場合を除く。）をし

た者 

 ⑶ （略） 

３～８ （略） 
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第５ 泉大津市病院企業職員の給与の種類及び基準に関する条例新旧

対照表（第５条関係） 

改  正  案 現     行 

（退職手当） 

第１８条 （略） 

２ 退職手当は、次の各号のいずれか

に該当するときは、管理者は、当該

退職をした者に対し、当該退職に係

る退職手当の全部又は一部を支給し

ないこととすることができる。 

⑴ （略） 

⑵ 地方公務員法第２８条第４項の

規定による失職をした者 

 

 

⑶ （略） 

３～８ （略） 

（退職手当） 

第１８条 （略） 

２ 退職手当は、次の各号のいずれか

に該当するときは、管理者は、当該

退職をした者に対し、当該退職に係

る退職手当の全部又は一部を支給し

ないこととすることができる。 

⑴ （略） 

⑵ 地方公務員法第２８条第４項の

規定による失職（同法第１６条第

１号に該当する場合を除く。）をし

た者 

⑶ （略） 

３～８ （略） 

 

第６ 泉大津市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定め

る条例新旧対照表（第６条関係） 

改  正  案 現     行 

（職員） 

第２３条 （略） 

２ 家庭的保育者（法第６条の３第９

項第１号に規定する家庭的保育者を

いう。以下同じ。）は、市長が行う研

修（市長が指定する都道府県知事そ

の他の機関が行う研修を含む。）を修

（職員） 

第２３条 （略） 

２ 家庭的保育者（法第６条の３第９

項第１号に規定する家庭的保育者を

いう。以下同じ。）は、市長が行う研

修（市長が指定する都道府県知事そ

の他の機関が行う研修を含む。）を修
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改  正  案 現     行 

了した保育士（国家戦略特別区域法

（平成２５年法律第１０７号）第１

２条の５第２項に規定する国家戦略

特別区域限定保育士を含む。以下同

じ。）又は保育士と同等以上の知識及

び経験を有すると市長が認める者で

あって、次の各号のいずれにも該当

するものとする。 

⑴ （略） 

⑵ 法第１８条の５各号及び法第３

４条の２０第１項第３号のいずれ

にも該当しない者 

３ （略） 

了した保育士（国家戦略特別区域法

（平成２５年法律第１０７号）第１

２条の５第２項に規定する国家戦略

特別区域限定保育士を含む。以下同

じ。）又は保育士と同等以上の知識及

び経験を有すると市長が認める者で

あって、次の各号のいずれにも該当

するものとする。 

⑴ （略） 

⑵ 法第１８条の５各号及び法第３

４条の２０第１項第４号のいずれ

にも該当しない者 

３ （略） 
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議案第２９号 

 

泉大津市下水道条例の一部改正の 件 

 

 泉大津市下水道条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

令和元年１２月４日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

理 由 

大阪府内の各市町村が実施している下水道排水設備工事責任技術者の登録等に係

る業務が、令和２年４月１日から大阪府下水道協会に一元化されることに伴い、所

要の改正を行うものである。 

 これが、この条例案を提出する理由である。 
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泉大津市条例第   号 

 

泉大津市下水道条例の一部を改正する条例（案） 

 

泉大津市下水道条例（昭和４８年泉大津市条例第１９号）の一部を次のように改

正する。 

第６条第４項中「市指定排水設備工事業者及び責任技術者は、それぞれ」を「市

指定排水設備工事業者は、」に改める。 

第２５条第１項第２号中「責任技術者 １件につき ２，０００円」を削る。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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（参 考） 

 

泉 大 津 市 下 水 道 条 例 新 旧 対 照 表 

 

改  正  案 現     行 

（市指定排水設備工事業者） 

第６条 （略） 

２及び３ （略） 

４ 市指定排水設備工事業者は、市長

に登録を申請し、証書の交付を受け

なければならない。 

 

５及び６ （略） 

（手数料） 

第２５条 手数料は、次の各号に定め

るところにより、申込者からこれを

徴収する。 

⑴ （略） 

⑵ 登録手数料 市指定排水設備工

事業者 １件につ

き ４，０００円 

 

 

 

⑶ （略） 

２ （略） 

（市指定排水設備工事業者） 

第６条 （略） 

２及び３ （略） 

４ 市指定排水設備工事業者及び責任

技術者は、それぞれ市長に登録を申

請し、証書の交付を受けなければな

らない。 

５及び６ （略） 

（手数料） 

第２５条 手数料は、次の各号に定め

るところにより、申込者からこれを

徴収する。 

⑴ （略） 

⑵ 登録手数料 市指定排水設備工

事業者 １件につ

き ４，０００円

責任技術者 １件

につき ２，００

０円 

⑶ （略） 

２ （略） 
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議案第３０号 

 

泉大津市火災予防条例の一部改正の件 

 

 泉大津市火災予防条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

  令和元年１２月４日提出 

                泉大津市長  南 出 賢 一    

 

 

理 由 

総務省消防庁通知「違反対象物に係る公表制度の実施の推進について（平成２７

年消防予第１３３号）」の趣旨に鑑み、消防法令に関する重大な違反のある防火対象

物について、その法令違反の内容を公表することにより、利用者等の防火安全に対

する認識を高めて火災被害の軽減を図るとともに、防火対象物の関係者による防火

管理業務の適正化及び消防用設備等の適正な設置促進に資するため、所要の改正を

行うものである。 

 これが、この条例案を提出する理由である。 
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泉大津市条例第   号 

 

泉大津市火災予防条例の一部を改正する条例（案） 

 

 泉大津市火災予防条例（昭和３７年泉大津市条例第４号）の一部を次のように改

正する。 

 第４８条の次に次の１条を加える。 

（防火対象物の消防用設備等の状況の公表） 

第４８条の２ 消防長は、防火対象物を利用しようとする者の防火安全性の判断に

資するため、当該防火対象物の消防用設備等の状況が、法、令又はこれに基づく

命令の規定に違反する場合は、その旨を公表することができる。 

２ 消防長は、前項の規定による公表をしようとするときは、当該防火対象物の関

係者にその旨を通知するものとする。 

３ 第１項の規定による公表の対象となる防火対象物及び違反の内容並びに公表の

手続は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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（参 考） 

 

泉大津市火災予防条例の一部を改正する条例（案）

要綱 

 

本条例（案）は、総務省消防庁通知「違反対象物に係る公表制度の実施の推進に

ついて」の趣旨に鑑み、消防法令に関する重大な違反のある防火対象物について、

その法令違反の内容を公表することにより、利用者等の防火安全に対する認識を高

めて火災被害の軽減を図るとともに、防火対象物の関係者による防火管理業務の適

正化及び消防用設備等の適正な設置促進に資するため、所要の改正を行うものであ

ること。 

１ 改正内容 

防火対象物の消防用設備等の状況の公表について、次のように定めるものであ

ること。（第４８条の２関係） 

 ⑴ 消防長は、防火対象物を利用しようとする者の防火安全性の判断に資するた

め、当該防火対象物の消防用設備等の状況が、消防法（昭和２３年法律第１８

６号）、消防法施行令（昭和３６年政令第３７号）又はこれに基づく命令の規定

に違反する場合は、その旨を公表することができるものであること。 

⑵ 消防長は、⑴による公表をしようとするときは、当該防火対象物の関係者に

その旨を通知するものであること。 

⑶ ⑴による公表の対象となる防火対象物及び違反の内容並びに公表の手続は、

規則で定めるものであること。 

２ 施行期日 

この条例（案）は、令和２年４月１日から施行するものであること。 
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泉 大 津 市 火 災 予 防 条 例 新 旧 対 照 表 

 

改  正  案 現     行 

第４８条 （略） 

（防火対象物の消防用設備等の状況の

公表） 

第４８条の２ 消防長は、防火対象物

を利用しようとする者の防火安全性

の判断に資するため、当該防火対象

物の消防用設備等の状況が、法、令

又はこれに基づく命令の規定に違反

する場合は、その旨を公表すること

ができる。 

２ 消防長は、前項の規定による公表

をしようとするときは、当該防火対

象物の関係者にその旨を通知するも

のとする。 

３ 第１項の規定による公表の対象と

なる防火対象物及び違反の内容並び

に公表の手続は、規則で定める。 

第４９条 （略） 

第４８条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４９条 （略） 
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議案第３１号 

 

指 定 管 理 者 の 指 定 の 件 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、次

の施設の指定管理者の指定について市議会の議決を求める。 

 

  令和元年１２月４日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

記 

 

 

 

 

施 設 の 名 称 指 定 す る 団 体 指 定 の 期 間 

総合体育館 

助松公園テニスコート 

汐見公園多目的広場 

中央緑地多目的広場 

中央緑地サブ広場 

中央緑地フットサル場 

中央緑地テニスコート 

なぎさテニスコート 

古池公園運動場 

三十合池公園運動場 

助松公園野球場 

助松公園プール 

東京都港区三田三丁目１３

番１６号 三田４３ＭＴビ

ル１４階 

株式会社ティップネス 

 

 

 

 

 

 

令和２年４月 １日から 

令和７年３月３１日まで 
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議案第３２号 

 

市 道 路 線 の 認 定 の 件 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、次の路線の認

定について市議会の議決を求める。 

 

  令和元年１２月４日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

路 線 名 区    間 
重要な 

経過地 
備  考 

虫 取 １ ９ 号 線 
起点 虫取町二丁目１２３番地の２４先 

終点    同   １１５番地の４先 
― 別紙見取図１ 

虫 取 ２ ０ 号 線 
起点 虫取町二丁目１１５番地の１０先 

終点    同   １１５番地の９先 
― 同 

虫 取 ２ １ 号 線 
起点 虫取町二丁目１１５番地の１７先 

終点    同   １１５番地の１６先 
― 同 

式内町１８号線 
起点 式内町４７番地の１０先 

終点  同 ４７番地の１２先 
― 同 

西港町１６号線 
起点 西港町１４７番地の５先 

終点  同 １４７番地の９先 
― 別紙見取図２ 

豊 中 ５ ２ 号 線 
起点 北豊中町一丁目５６２番地の５先 

終点    同   ５６２番地の１１先 
― 別紙見取図３ 

豊 中 ５ ３ 号 線 
起点 北豊中町一丁目５４８番地の１５先 

終点    同   ５４８番地の１７先 
― 同 

豊 中 ５ ４ 号 線 
起点 豊中町三丁目８５５番地の３先 

終点    同   ８５５番地の８先 
― 別紙見取図４ 
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路 線 名 区    間 
重要な 

経過地 
備  考 

千 原 １ ９ 号 線 
起点 千原町二丁目１６１番地の３先 

終点    同   １６１番地の９先 
― 別紙見取図５ 

板 原 ６ ４ 号 線 
起点 板原町三丁目２５２番地の３先 

終点    同   ２５２番地の１１先 
― 別紙見取図６ 

板 原 ６ ５ 号 線 
起点 板原町三丁目３２３番地の８先 

終点    同   ３２３番地の１０先 
― 同 

東助松３３号線 
起点 東助松町一丁目４４１番地の５先 

終点    同   ４４１番地の９先 
― 別紙見取図７ 
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議案第３３号 

 

公平委員会委員の選任について同意を求める件 

 

次の者を泉大津市公平委員会委員に選任したいので、地方公務員法（昭和２５年

法律第２６１号）第９条の２第２項の規定により、市議会の同意を求める。 

 

  令和元年１２月４日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

記 

  

住 所 泉大津市千原町一丁目１０番６号 

氏 名 溝 口  和 彦 

生 年 月 日 昭和２２年３月２０日（７２歳） 

 

理 由 

本市公平委員会委員溝口和彦氏は、令和元年１２月１４日をもって任期満了とな

るので、その後任を選任する必要がある。 
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令 和 元 年 度 泉 大 津 市 一 般 会 計 補 正 予 算

（補正第３号）
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議案第３４号 

 

令和元年度泉大津市一般会計補正予算 

 

令和元年度泉大津市一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７２０，４９６千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２８，１４３，００３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

  令和元年１２月４日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 
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第 ２ 表　債 務 負 担 行 為 補 正　　　

追加

期　　　　　　間 限 度 額

千円

事　　　　　　項

泉大津市スポーツ施設
指定管理委託事業費

令和元年度～令和６年度 250,000
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償　　　還　　　の　　　方　　　法

資金区分 償還期限 据置期間 償還方法

千円

普通貸借 8.0%以内 政府資金 半 年 賦 及 び 市 財 政 の 都
又は 又は銀行 年 賦 元 利 均 合により償還

証券発行 その他資金 等、半年賦元 期 限 を 短 縮
金 均 等 償 還 し 、 若し くは
又 は 満 期 一 繰 上償 還 又
括 償 還 ■ ■ は 低 利 に 借

換えすること
ができる。■

■

第 ３ 表   地 方 債 補 正

起 債 の 目 的 限 度 額
起　債
の方法

利  率
その他

臨 時 財 政
対 策 債 補正前 950,000 20年以内 ３年以内

（ただし、利
率見直し方
式で借り入
れる政府資
金及び地方
公共団体金
融機構資金
に つ い て 、
利率の見直
し を 行 っ た
後において
は、当該見
直し後の利
率 ）■ ■ ■

■

補正後 1,021,071 同　 上 同　　上 同　　上 同　　上 同　　上 同　　上 同　　上

（補正額） 71,071

補正前の額 1,550,800

合　　計 1,621,871
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令和元年度泉大津市一般会計補正予算に関する説明書

（補正第３号）
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給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書
 特 　別 　職

給　　　　　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　　　費

区        分 職員数 期末手当 その他の 共　済　費 合　　計 備　考

報　　 酬 給　　 料 （年間支給率分） 地域手当 手当 合　　計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

長 等 3 24,528 11,416 1,714 167 37,825 7,064 44,889

補

議 員 16 106,680 46,406 153,086 39,188 192,274

正

その他の

後 1,157 441,326 441,326 69,533 510,859
特 別 職

計 1,176 548,006 24,528 57,822 1,714 167 632,237 115,785 748,022

長 等 3 24,528 11,416 1,714 167 37,825 7,064 44,889

補

議 員 16 106,680 46,406 153,086 39,188 192,274

正

その他の

前 1,158 444,127 444,127 69,533 513,660
特 別 職

計 1,177 550,807 24,528 57,822 1,714 167 635,038 115,785 750,823

長 等

比

議 員

その他の

△ 1 △ 2,801 △ 2,801 △ 2,801

較 特 別 職

計 △ 1 △ 2,801 △ 2,801 △ 2,801
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補正前

補正後

補正額

補正前
の　額

3,325,615

計 3,325,615 120,380 3,369,557

250,000

10,099,685 3,280,130 40,193 120,380 3,119,557合　　　計

250,000 250,000

10,349,685 3,530,130 40,193

250,000
令和元年度

～令和６年度
250,000 250,000

泉 大 津 市
スポーツ施設
指 定 管 理
委 託 事 業 費

その他

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末

までの支出額及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

（単位：千円）

事　　項 限　度　額

前年度末までの支出額 当該年度以降の支出予定額
左　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　定　　財　　源

一般財源
期　　間 金　　額 期　　間 金　　額

国　 府
支出金

地方債
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(単位：千円)

補正前の額 補　正　額 補正後の額 補正前の額 補　正　額 補正後の額 補正前の額 補正後の額

１．普  通  債 12,694,084 600,800 600,800 1,204,167 1,204,167 12,090,717 12,090,717

(1) 総務債 692,217 17,700 17,700 117,913 117,913 592,004 592,004

(2) 民生債 522,166 54,600 54,600 13,302 13,302 563,464 563,464

(3) 衛生債 433,955 80,400 80,400 49,473 49,473 464,882 464,882

(4) 農林水産業債 4,400 4,400 4,400

(5) 土木債 5,078,519 291,400 291,400 629,464 629,464 4,740,455 4,740,455

(6) 公営住宅債 731,229 34,300 34,300 32,464 32,464 733,065 733,065

(7) 消防債 1,001,382 25,300 25,300 44,905 44,905 981,777 981,777

(8) 教育債 4,230,216 97,100 97,100 316,646 316,646 4,010,670 4,010,670

２．災 害 復 旧 債 53,900 53,900 53,900

(1) 衛生債 400 400 400

(2) 土木債 33,700 33,700 33,700

(3) 公営住宅債 1,400 1,400 1,400

(4) 教育債 18,400 18,400 18,400

３．そ の 他 債 14,771,607 950,000 71,071 1,021,071 1,044,223 1,044,223 14,677,384 14,748,455

(1) 減税補てん債 254,369 59,665 59,665 194,704 194,704

(2)
臨 時 財 政
対 策 債

14,381,789 950,000 71,071 1,021,071 974,843 974,843 14,356,946 14,428,017

(3) 減収補てん債 135,449 9,715 9,715 125,734 125,734

27,519,591 1,550,800 71,071 1,621,871 2,248,390 2,248,390 26,822,001 26,893,072

.

合　　　計

当該年度末現在高見込額
 当 該 年 度 中 起 債 見 込 額 当該年度中元金償還見込額

地 方 債 の 当 該 年 度 中 に お け る 増 減 見 込 額 及 び
当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区　　　分
前年度末
現在高

当該年度中の増減見込額
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令和元年度泉大津市土地取得事業特別会計補正予算

（補正第１号）
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議案第３５号 

 

令和元年度泉大津市土地取得事業特別会計補正予算 

 

 元号を改める政令（平成３１年政令第１４３号）の施行に伴い、「平成３１年度

泉大津市土地取得事業特別会計予算」の名称を「令和元年度泉大津市土地取得事業

特別会計予算」とし、元号による年表示についても「令和」に読み替えるものとす

る。 

令和元年度泉大津市土地取得事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めると

ころによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３００，０００千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ９２６,４０９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和元年１２月４日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 
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 令和元年度泉大津市土地取得事業特別会計補正予算
 に関する説明書

（補正第１号）
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 令和元年度泉大津市国民健康保険事業特別会計補正
 予算

（補正第１号）

－ 99 －





議案第３６号 

 

令和元年度泉大津市国民健康保険事業特別会計補正

予算 

 

 元号を改める政令（平成３１年政令第１４３号）の施行に伴い、「平成３１年度

泉大津市国民健康保険事業特別会計予算」の名称を「令和元年度泉大津市国民健康

保険事業特別会計予算」とし、元号による年表示についても「令和」に読み替える

ものとする。 

令和元年度泉大津市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定め

るところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７１５千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ８，３８４，５４９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和元年１２月４日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 
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 令和元年度泉大津市国民健康保険事業特別会計補正
 予算に関する説明書

（補正第１号）
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令和元年度泉大津市介護保険事業特別会計補正予算

（補正第３号）

－ 115 －





議案第３７号 

 

令和元年度泉大津市介護保険事業特別会計補正予算 

 

令和元年度泉大津市介護保険事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定めると

ころによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１０３，１３８千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５，５９５，９５２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和元年１２月４日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 
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 令和元年度泉大津市介護保険事業特別会計補正予算
 に関する説明書

（補正第３号）
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給　与　費　明　細　書
一　　般　　職

（１）　総　　括

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

区     分 職員数 共  済  費 合       計 備 　考

(人)   給料(千円) 職員手当(千円)      計  (千円)        (千円)           (千円)

補正後 9 32,655 22,076 54,731 11,710 66,441

補正前 8 30,044 20,641 50,685 10,872 61,557

比　 較 1 2,611 1,435 4,046 838 4,884

区　　　　分 扶　　  　養 地　　　　域 期 末 勤 勉 管   理   職 通         勤 住     居 時間外勤務 特 殊 勤 務

 (千円)  (千円)  (千円)  (千円) (千円) (千円)  (千円)  (千円)

補　正　後 576 2,055 14,363 1,008 396 582 3,000 96

補　正　前 756 1,908 13,051 1,008 498 324 3,000 96

比　　　 較 △ 180 147 1,312 △ 102 258

管理職員

区　　　　分 特別勤務 　 合　　計

 (千円) (千円)

補　正　後 22,076

補　正　前 20,641

比　　　 較 1,435

（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

2,611

1,435

職

員

手

当

の

内

訳

区 分

給 料

職員手当

増 減 額 ( 千 円 )

2,611

1,435

備 考増 減 事 由 別 内 訳 ( 千 円 )

そ の 他 の 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

説 明

異 動 等 に よ る 増

異 動 等 に よ る 増
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（補正第１号）

令和元年度泉大津市後期高齢者医療特別会計補正予算
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議案第３８号 

 

令和元年度泉大津市後期高齢者医療特別会計補正予算 

 

 元号を改める政令（平成３１年政令第１４３号）の施行に伴い、「平成３１年度

泉大津市後期高齢者医療特別会計予算」の名称を「令和元年度泉大津市後期高齢者

医療特別会計予算」とし、元号による年表示についても「令和」に読み替えるもの

とする。 

令和元年度泉大津市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）は、次に定める

ところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２７，７０９千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ９２７，１５１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和元年１２月４日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 
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（補正第１号）

 令和元年度泉大津市後期高齢者医療特別会計補正予
 算に関する説明書
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令和元年度泉大津市下水道事業特別会計補正予算

（補正第１号）
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議案第３９号 

 

令和元年度泉大津市下水道事業特別会計補正予算 

 

 元号を改める政令（平成３１年政令第１４３号）の施行に伴い、「平成３１年度泉

大津市下水道事業特別会計予算」の名称を「令和元年度泉大津市下水道事業特別会

計予算」とし、元号による年表示についても「令和」に読み替えるものとする。 

令和元年度泉大津市下水道事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１２９，４３８千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４，２９１，２５１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

  令和元年１２月４日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 
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第 ２ 表 　　地　　方　　債　　補　　正 

資金区分 償還期限 据置期間 償 還 方 法 そ の 他

千円

下水道事業費 1,241,520

普通貸借
又は

証券発行
8.0%以内

政府資金
又は銀行

その他資金
40年以内 5年以内

1,265,220 同　　上 同　　上 同　　上 同　　上 同　　上

23,700

1,241,520

1,265,220

補正前の額

補　正　前

補　正　後

合　　　　計

起債の目的 限 度 額

半 年 賦 及 び
年 賦 元 利 均
等 又 は 半 年
賦 元 金 均 等
償 還 １ ２ ３ ４

市 財 政 の 都
合により償還
期 限 を 短 縮
し 、 若 し く は
繰 上 償 還 又
は 低 利 に 借
換えすること
が で きる。１

２

償　　 　還 　　　の　 　　方　 　　法起 債
の 方 法

利 率

（補正額）
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 令和元年度泉大津市下水道事業特別会計補正予算に
 関する説明書

（補正第１号）
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（単位：千円）

補正前の額 補 正 額 補正後の額 補正前の額 補 正額 補正後の額 補正前の額 補正後の額

22,925,526 1,241,520 23,700 1,265,220 2,135,699 0 2,135,699 22,031,347 22,055,047

地 方 債 の 当 該 年 度 中 に お け る 増 減 見 込 額 及 び

当該年度末 にお け る 現在高 の見込みに関す る 調書

当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額前 年 度 末

現 在 高

下 水 道 事 業 債

当 該 年 度 中 の 増 減 見 込 額

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元 金 償 還 見 込 額

区　    　　分
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